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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第93期 

第２四半期 
連結累計期間 

第94期 
第２四半期 
連結累計期間 

第93期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 
至 平成27年９月30日 

自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日 

自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日 

売上高 （百万円） 48,152 43,813 93,272 

経常利益 （百万円） 3,491 2,762 6,363 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 2,592 2,095 4,386 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 650 △687 △262 

純資産額 （百万円） 56,904 52,623 55,204 

総資産額 （百万円） 91,485 86,169 90,765 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 55.14 45.60 93.31 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 61.7 60.6 60.4 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 5,028 2,031 9,038 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △2,444 △2,571 △4,184 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △1,116 △1,682 △3,049 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 16,619 13,442 16,435 

 

回次
第93期

第２四半期
連結会計期間

第94期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 29.63 24.30 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「１株当たり四半期（当期）純利益金額」の算定上の基礎となる自己株式数には、「従業員持株会信託口」

および「役員報酬ＢＩＰ信託口」が保有する当社株式を含めております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

５．平成28年10月１日付で、普通株式について２株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しておりま

す。 
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２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況 

当第２四半期連結累計期間の世界経済は、米国においては個人消費の底堅さを背景に回復基調が継続しました

が、欧州においては、英国のEU離脱問題により先行きが不透明な状態で推移いたしました。中国においては、減

速基調は変わらず、アセアン地域においては、タイ、ベトナムなど一部の国では改善傾向が見られるものの総じ

て力強さに欠けた状況で推移しました。また日本においては、経済政策の下支えなどにより、緩やかな回復基調

で推移いたしました。 

当社グループの主要な市場である自動車分野におきましては、米国や欧州では引き続き自動車生産台数が増加い

たしました。中国におきましても、昨年10月に実施された小型車に対する減税措置の効果が継続し、自動車生産

台数が前年度を上回る状況で推移いたしました。一方、日本では、熊本地震や軽自動車販売減少の影響などによ

り、生産台数が前年度を下回りました。また、産業機械分野においては、国内の設備投資に持ち直しの兆しがみ

られるものの、なお低い水準で推移いたしました。一方、国内の住宅・非住宅着工戸数は、堅調に推移いたしま

した。 

このような状況のなか、当社グループは、中長期経営計画“Breakthroughs for the future”（未来への躍進）

の第１ステージの４年目として、自動車用、二輪車用、農業機械用および一般産業用の伝動ベルト、軽搬送用ベ

ルトなどを主軸として販売体制を強化し、中国、アセアン地域を中心に顧客開拓を推進いたしました。また、現

行製品の改良・開発を進め、当期間中には国内初となる高温搬送用途で使用することが可能な自己消炎性を有し

た難燃耐熱コンベヤベルトFR7000シリーズを開発いたしました。一方、収益力向上のため原価低減活動を徹底

し、世界最適調達・生産・供給体制の構築によるグローバル競争力の強化にも取り組んでまいりました。 

 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間は、円高影響もあり、売上高は438億１千３百万円（前年同期比9.0％

減）、営業利益は28億５千５百万円（前年同期比2.2％減）、経常利益は27億６千２百万円（前年同期比20.9％

減）、親会社株主に帰属する当期純利益は20億９千５百万円（前年同期比19.2％減）となりました。 

事業（セグメント）別の状況は、次のとおりであります。 

 

[自動車部品事業] 

自動車の補機駆動用伝動ベルト（リブエース®など）および補機駆動用伝動システム製品（オートテンショナ、

バンドースムースカップラー®など）につきましては、国内において積極的な営業活動により補修市場への販売は

増加しましたが、軽自動車の販売不振や熊本地震の影響など自動車生産台数が前年度を下回った影響が大きく、

国内では販売が減少しました。一方、海外において中国やタイの自動車生産台数は堅調に推移し、販売が増加し

ました。スクーター用変速ベルトにつきましては、タイ、インドおよびベトナムにおいて積極的な顧客開拓に注

力し、販売が伸長いたしました。全体では現地通貨ベースで売上高を伸長させたものの、円高の影響により減収

となりました。 

 

 これらの結果、当セグメントの売上高は198億１千１百万円（前年同期比8.3％減）、セグメント利益は原価低

減活動の徹底および海外生産拠点の採算改善を推進いたしましたが、円高の影響もあり12億６千４百万円（前年同

期比18.5％減）となりました。 

 

[産業資材事業] 

 一般産業用伝動ベルトにつきましては、中国およびタイにおける販売強化により農業機械用伝動ベルトの販売

が増加しましたが、国内において設備投資需要が低位で推移している影響を受け、産業機械用伝動ベルトの販売が

減少し、全体で販売が減少しました。 

 運搬ベルトにつきましては、日本、中国およびアセアン地域における積極的な顧客開拓を進めたことにより、樹

脂コンベヤベルト（サンライン®ベルト）の販売が伸長いたしましたが、資源価格下落に伴う需要減少の影響を受

け、鉄鋼用および資源開発用のコンベヤベルトの販売が減少いたしました。 
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 これらの結果、当セグメントの売上高は158億６千６百万円（前年同期比11.1％減）となりましたが、セグメン

ト利益は原価低減活動の徹底と収益性を重視した受注を行ったことなどにより12億６百万円（前年同期比9.0％

増）となりました。 

 

  [高機能エラストマー製品事業] 

 精密機能部品につきましては、当社主要顧客である国内外のOA機器メーカーの減産の影響により、クリーニン

グブレード、高機能ローラおよび精密ベルトなどの販売が減少いたしました。一方、機能フイルム製品につきまし

ては、国内において非住宅関連の需要が好調に推移したことや、積極的な営業活動により建築資材用、工業資材用

および医療関連用フイルムの販売が増加いたしました。 

 

 これらの結果、当セグメントの売上高は73億１千５百万円（前年同期比6.9％減）、セグメント利益は販売構成

の変化などにより１億１千６百万円（前年同期比64.6％減）となりました。 

 

[その他事業] 

 その他の事業といたしましては、ロボット関連デバイス事業などを行っており、売上高は11億６千８百万円

（前年同期比12.5％減）、セグメント利益は１億８千８百万円（前年同期比19.6％増）となりました。 

 

 上記の各セグメント別売上高およびセグメント利益は、セグメント間取引消去前の金額で記載しております。 

 

（２）財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末における資産は、流動資産が27億８千６百万円減少し、固定資産が18億８百万円減

少した結果、前連結会計年度末に比べ45億９千５百万円減少し、861億６千９百万円となりました。

 負債は、流動負債が20億４千６百万円減少した一方、固定負債が３千３百万円増加した結果、前連結会計年度末

に比べ20億１千３百万円減少し、335億４千６百万円となりました。

 純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益等の計上により利益剰余金が15億３千２百万円増加した一方、自

己株式が13億８百万円増加し、為替換算調整勘定の減少等によりその他の包括利益累計額が27億７千５百万円減少

した結果、前連結会計年度末に比べ25億８千１百万円減少し、526億２千３百万円となりました。

 以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の60.4％から60.6％に上昇しました。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は134億４千２百万円

（前年同期は166億１千９百万円）となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであり

ます。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

 当第２四半期連結累計期間において、営業活動による資金収支は20億３千１百万円の収入超過（前年同期は50億

２千８百万円の収入超過）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益27億６千２百万円、非資金損益項

目である減価償却費19億１千７百万円、売上債権の増加23億７百万円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

 当第２四半期連結累計期間において、投資活動による資金収支は25億７千１百万円の支出超過（前年同期は24億

４千４百万円の支出超過）となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出23億４千７百万円によるもの

であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

 当第２四半期連結累計期間において、財務活動による資金収支は16億８千２百万円の支出超過（前年同期は11

億１千６百万円の支出超過）となりました。これは主に自己株式の取得による支出16億２千７百万円によるもの

であります。

 

（４）対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題について、重要な変

更および新たに生じたものはありません。

 なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は、次のとおりであります。
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財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（概要） 

 

 （当社は、平成20年４月22日開催の取締役会において、本方針を決議し、平成28年４月25日開催の取締役会にお

いて、次のとおり一部改訂したうえ、これを引き続き当社の方針とすることを決議いたしております。なお、改訂

箇所は下線部分であります。） 

 

 当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値、ひいては株主価値の最大化に資する者

であるべきと考えます。具体的には、後述の「経営理念」を充分に理解し、これを実践することによって、株主共

同の利益を維持・向上させる者であるべきと考えます。一方、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方

は、株主共同の利益の観点から、株主の皆様に適切に判断いただくべきと考えます。そして、株主の皆様に適切に

判断いただくためには、株主の皆様に十分な情報を提供することが必須であると考えます。なお、本方針の有効期

間は平成29年５月末日までといたします。 

 

１． 財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する取組み 

 

 当社グループは、1906年の創業以来、「私達は、調和と誠実の精神をもって、社会のニーズに沿った新たな付加

価値とより高い品質を日々創造、提供し、お客様をはじめとする社会の信頼に応え、社業の発展を期するととも

に、バンドーグループの従業員たることに誇りを持ち、社会に貢献することを期する。」という経営理念のもと、

グループ・ビジョン21を策定し、世界市場におけるコア事業の拡大と、新たなる起業に向って逞しく前進する企業

グループを目指し、ゴム・プラスチック製品メーカーのパイオニアとして、お客様のニーズに応えるべく、新技術

や新製品の開発を行っております。 

 

 具体的には、2013年度から2017年度までを中長期経営計画“Breakthroughs for the future”の1st stage（BF-

１）として、新たに次のとおり経営目標を設定し、以下に掲げる５つの指針のもと、全社一丸となって、この目標

の達成を目指してまいります。 

      売上高（連結）   ・・・・・・・・・  1,000億円 

      営業利益（連結） ・・・・・・・・・   100億円 

          ROA（連結）      ・・・・・・・・・    6.0 ％ 

 

①グローバル市場戦略の進化 

 アジアを重点地域とし、ベルト事業分野において、アジア市場シェアNo.１を目指す。また、国内市場において

は、市場ニーズにマッチした高機能製品を開発するほか、お客様に密着した販売網を構築することにより、お客様

にとって付加価値の高い製品を提供するとともに、これらの高機能製品を核として周辺事業領域を拡大する。 

 

②製品の進化 

 グローバルな視点で、各地域の市場ニーズにマッチした「市場最適仕様」製品の開発を促進するとともに、お客

様の「環境負荷低減・高効率・コンパクト化・機能複合化」に貢献する製品を連続的に生み出す。 

 

③ものづくりの進化 

 お客様からの信頼をさらに強固にするため、不良率を低減するとともに、開発購買の推進や生産性の革新等によ

り、高いコスト競争力を実現するものづくりを目指す。 

 

④新事業の創出 

 当社のコア技術であるゴム・エラストマーや樹脂の配合・分散・複合化技術に磨きをかけるとともに、これらの

コア技術に新たな技術を融合させることにより新製品の創出と新市場開拓を進め、次代の新事業の柱として育成す

る。 

 

⑤経営品質の進化 

 ポートフォリオマネジメントの強化による成長製品への戦略的投資や連結経営管理の強化に取り組む。加えて、

純有利子負債ゼロを目指すとともに、為替・金利等の財務リスク管理を強化して、財務体質を強化する。 

また、経営者育成プログラムの推進、グローバル人事管理の強化、スペシャリストの育成、女性や外国人等多様な

人材の積極的活用を実施することにより、次世代を担う人材を育成する。 
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２．大量買付行為がなされた場合において、株主の皆様に当該大量買付者が株主共同の利益を維持・向上させる者

か否かを適切に判断いただくための十分な情報を提供するための手続き 

 

①手続きの概要 

 当社は、当社株券等の大量買付を行おうとする者に対して、これに先立ち、買付目的その他株主の皆様に判断い

ただくために必要と考える情報の当社取締役会に対する提供を求め、当社取締役会は、当該買付を行おうとする者

から提供された情報およびこれに対する当社取締役会の評価を併せて、株主の皆様に対して公表いたします。 

 

②適用対象 

 本手続きは、次の一に該当する場合に適用されます。 

(１)当社が発行者である株券等[1]について、保有者[2]の株券等保有割合[3]が20％以上となる買付け 

(２)当社が発行者である株券等[4]について、公開買付け[5]に係る株券等の株券等所有割合[6]およびその特別関係者

[7]の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け 

以下、上記(１)および(２)の買付を「買付等」といい、買付等を行おうとする者を「買付者等」といいます。 

 

③買付者等が遵守すべき手続きの概要 

当社取締役会が、買付者等に遵守を要請する手続きは、 

・株主の皆様に買付等に応募するかどうかを判断いただくために必要かつ十分な情報を買付者等に提供願うととも

に 

・株主の皆様による一定の評価期間が経過した後に買付等を開始していただくためのものであります。 

 

その概要は、次のとおりであります。 

 

(１) 意向表明書の当社への事前提出 

 買付者等が買付等を行おうとする場合には、まず当社取締役社長宛に、本手続きを遵守する旨の誓約および次

の内容等を記載した意向表明書をご提出いただきます。 

イ． 買付者等の名称、住所 

ロ． 設立準拠法 

ハ． 代表者の氏名 

ニ． 国内連絡先 

ホ． 提案する買付等の概要 
 

(２) 情報の提供 

 当社取締役会は、前記意向表明書受領後、10営業日[8]以内に、株主の皆様の判断および当社取締役会としての

意見形成のために提出いただくべき必要かつ十分な情報のリストを買付者に対して交付します。提出いただく情

報は、買付者等の属性および買付等の行為の内容によって異なりますが、一般的な項目としては、次のような情

報が考えられます。 

イ． 買付者等およびそのグループ（共同保有者[9]、特別関係者および組合員（ファンドの場合）その他の構成

員を含みます。）の詳細（名称、事業内容、経歴または沿革、資本構成、財務内容等を含みます。） 

ロ． 買付等の目的、方法および内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取引の仕組み、買付

等の方法の適法性、買付等の実行の可能性等を含みます。） 

ハ． 買付価格の算定根拠（算定の前提となる事実、算定方法、算定に用いた数値情報および買付等に係る一連の

取引により生じることが予想される相乗効果の内容を含みます。） 

ニ． 買付資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の

内容を含みます。） 

ホ． 買付後の当社グループの経営方針、事業計画、資本政策および配当政策 

ヘ． 買付後における当社グループの従業員、取引先、顧客その他の当社グループに係る利害関係者の処遇方針 

ト． その他当社取締役会が、株主の皆様の判断のために必要と考える情報 
 

 当社取締役会は、これら情報が、当該買付者等が株主共同の利益を維持・向上させる者か否かを適切に判断い

ただくための十分な情報か否かを精査し、仮に、不十分であると判断した場合は、買付者等に追加情報を求める

ことができるものとします。 

 

 当社取締役会は、十分な情報を受領したと認める場合は、直ちにその旨を買付者等に通知します。当該通知日

から合理的期間内に（原則として、60営業日とする。）これら情報の内容を検討し、これに対する当社取締役会

の評価（当社の考えおよび対応ならびに当該買付者等の本手続きの遵守状況を含む。）を併せて、株主の皆様に

対して公表するものとします。 
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 なお、提供のあった情報につきましては、株主の皆様に判断いただくための情報として、当社ホームページに

掲載いたします。 

 

(３) 買付等の実施時期 

 買付者等は、上記の株主の皆様に対する情報の公表がなされた後にのみ買付等を開始するものといたします。 

 

④当社取締役会の考える不適切な買付等 

 当社取締役会は、次のような買付等は、不適切な買付等であると考えております。 

 
イ． 買付者等が当社の設定した手続きを含め所定の手続きを遵守しない買付等 

ロ． 株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取りを要求する目的でなされる買付等 

ハ． 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲の下に買付者等の利益を

実現する経営を行う目的でなされる買付等 

ニ． 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的でなされる買付等 

ホ． 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利益をも

って一時的な高配当をさせるか、あるいは、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売り抜け

る目的でなされる買付等 

ヘ． 強圧的二段階買付（最初の買付ですべての株券等の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設

定し、あるいは明確にしないで、買付等を行うことをいいます。）等、株主に株券等の売却を事実上強要する

おそれのある買付等 

ト． 買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の適法性、買付等の後の経営方針または事業

計画、買付等の後における当社の少数株主、従業員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関係者に対する方

針等を含みます。）が当社の本源的価値に鑑み不十分または不適当な買付等 

チ． その他、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損ねる重大なおそれをもたらす買付等 
 

３．前号の取組みが基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではないことおよび会社役員の地位

の維持を目的とするものではないことと判断する理由 

 

①当該取組みが基本方針に沿うものであること 

 当該取組みは、株主の皆様に当該買付者等が株主共同の利益を維持・向上させる者か否かを適切に判断いただく

ための十分な情報を提供するための手続きであり、基本方針に沿うものであります。 

 

②当該取組みが株主共同の利益を損なうものではないこと 

 当該取組みは、前述いたしましたように、株主共同の利益を尊重するという基本方針に沿うものであり、株主共

同の利益を損なうものではないことは明らかであります。 

 

③当該取組みが会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと 

 当該取組みは、株主の皆様に当該買付者等が株主共同の利益を維持・向上させる者か否かを適切に判断いただく

ための十分な情報を提供するための手続きであり、当社の経営陣として相応しい者は、当社会社役員か当該買付者

等かを株主の皆様に判断いただくものであります。したがいまして、当該取組みが会社役員の地位の維持を目的と

するものではないことは明らかであります。 

 

なお、本方針の全文は、当社ホームページ（http://www.bando.co.jp）に掲載しております。 

また、本方針は、あくまでも情報提供のルールに関する当社の考え方を示すものであり、買付者等の株式持分を希
釈化させる等のいわゆる買収防衛策の導入に係るものではありません。 

 

[1] 金融商品取引法第27条の23第１項に定義されます。以下別段の定めがない限り同じとします。なお、本方針に
おいて引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法令等の制定を含みます。）があった場
合には、本方針において引用される法令等の各条項は、当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後にお
いてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に読み替えられるものとします。 

[2] 金融商品取引法第27条の23第１項に規定される保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者を含み
ます。 

[3] 金融商品取引法第27条の23第４項に定義されます。以下同じとします。 
[4] 金融商品取引法第27条の２第１項に定義されます。以下(２)において同じとします。 
[5] 金融商品取引法第27条の２第６項に定義されます。以下同じとします。 
[6] 金融商品取引法第27条の２第８項に定義されます。以下同じとします。 
[7] 金融商品取引法第27条の２第７項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第１号に掲げる者につい

ては、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除きます。
以下同じとします。 

[8] 営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいいます。以下同じとしま 
す。 

[9] 金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされ
ると当社取締役会が認めた者を含みます。以下同じとします。 
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（５）研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の改良開発を含む研究開発活動の金額は21億４千５百万円であ

ります。このうち、新規新製品の「研究開発費」の金額は５億７千５百万円であります。

  なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 378,500,000

計 378,500,000

 （注）平成28年６月23日開催の第93期定時株主総会決議により、同年10月１日付にて当社普通株式２株を１株とする

株式併合が実施されており、当社の発行可能株式総数は191,500,000株減少し、187,000,000株となっていま

す。 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 94,427,073 47,213,536
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 94,427,073 47,213,536 － －

 （注）平成28年10月１日付で当社普通株式２株を１株とする株式併合により発行済株式総数は47,213,537株減少し、

47,213,536株となっています。また、当社は同年３月28日開催の取締役会決議により、同年10月１日付で当社

の単元株式数を1,000株から100株に変更しております。 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高 
  （千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年７月１日 

～ 

平成28年９月30日

－ 94,427 － 10,951 － 2,738

 （注）平成28年10月１日付で当社普通株式２株を１株に株式併合しました。これにより発行済株式総数は47,213千株減

少し、47,213千株となっています。 
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（６）【大株主の状況】

    平成28年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

バンドー共栄会 神戸市中央区港島南町４丁目６番６号 7,436 7.87 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 4,651 4.92 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 4,004 4.24 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 4,000 4.23 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 3,600 3.81 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  3,150 3.33 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,977 3.15 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,349 2.48 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,911 2.02 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 1,839 1.94 

計10名 － 35,919 38.04 

 （注）１ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数2,977千株、日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数1,911千株は信託業務に係る株式数であります。

２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式に、従業員持株ＥＳＯＰ信託口および役員

報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社株式805千株および567千株は含まれておりません。 

３ 上記のほか、自己株式1,717千株（従業員持株ＥＳＯＰ信託口および役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する当

社株式805千株および567千株を除く）を保有しておりますが、当該自己株式には議決権がないため、上記

の表から除外しております。 

- 10 -



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,770,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  91,945,000 91,945 －

単元未満株式 普通株式  712,073 －
１単元（1,000株）未満の

株式

発行済株式総数 94,427,073 － －

総株主の議決権 － 91,945 －

 （注）上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の当社株式2,000株（議決権の数２

個）、従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式805,000株(議決権の数805個)および役員報酬ＢＩＰ信託

が所有する当社株式567,000株(議決権567個)が含まれております。なお、当該株式にかかる議決権の数1,374

個については、「議決権の数」の欄に含まれております。 

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

バンドー化学株式会社
神戸市中央区港島南町４

丁目６番６号
1,717,000 － 1,717,000 1.81 

北陸バンドー株式会社
富山県富山市問屋町３丁

目２番19号
1,000 50,000 51,000 0.05 

東日本ベルト販売株式

会社

福島県いわき市平字愛谷

町４丁目６番地13
2,000 － 2,000 0.00 

計 － 1,720,000 50,000 1,770,000 1.87 

 （注）１ 北陸バンドー株式会社は、当社の取引先会社で構成される持株会（バンドー共栄会 神戸市中央区港島南

町４丁目６番６号）に加入しており、同持株会名義で当社株式50,000株を所有しております。 

２ 従業員持株ＥＳＯＰ信託および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式は、上記自己保有株式には含まれ

ておりません。 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 16,980 13,988 

受取手形及び売掛金 16,731 17,808 

電子記録債権 1,617 1,876 

商品及び製品 6,460 5,687 

仕掛品 1,541 1,485 

原材料及び貯蔵品 2,505 2,440 

繰延税金資産 458 465 

その他 1,262 1,016 

貸倒引当金 △38 △34 

流動資産合計 47,520 44,733 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 10,337 9,835 

機械装置及び運搬具（純額） 9,867 9,706 

土地 6,507 6,352 

建設仮勘定 1,508 764 

その他（純額） 1,266 1,301 

有形固定資産合計 29,486 27,960 

無形固定資産    

のれん 82 72 

ソフトウエア 875 846 

その他 230 290 

無形固定資産合計 1,188 1,209 

投資その他の資産    

投資有価証券 10,327 10,135 

繰延税金資産 965 900 

退職給付に係る資産 1 - 

その他 1,409 1,417 

貸倒引当金 △134 △186 

投資その他の資産合計 12,568 12,266 

固定資産合計 43,244 41,436 

資産合計 90,765 86,169 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 9,907 9,134 

電子記録債務 2,767 2,862 

短期借入金 2,047 1,844 

1年内償還予定の社債 3,000 3,000 

未払法人税等 438 528 

製品保証引当金 - 97 

関係会社整理損失引当金 30 12 

その他 6,788 5,454 

流動負債合計 24,980 22,933 

固定負債    

長期借入金 7,513 7,694 

株式報酬引当金 - 8 

退職給付に係る負債 2,917 2,727 

その他 148 182 

固定負債合計 10,580 10,613 

負債合計 35,560 33,546 

純資産の部    

株主資本    

資本金 10,951 10,951 

資本剰余金 2,970 2,973 

利益剰余金 42,090 43,623 

自己株式 △256 △1,565 

株主資本合計 55,756 55,983 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,431 1,457 

繰延ヘッジ損益 0 0 

為替換算調整勘定 △1,169 △4,184 

退職給付に係る調整累計額 △1,232 △1,020 

その他の包括利益累計額合計 △970 △3,745 

非支配株主持分 418 385 

純資産合計 55,204 52,623 

負債純資産合計 90,765 86,169 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 48,152 43,813 

売上原価 34,299 30,554 

売上総利益 13,853 13,258 

販売費及び一般管理費 ※ 10,934 ※ 10,402 

営業利益 2,919 2,855 

営業外収益    

受取利息及び配当金 144 132 

持分法による投資利益 281 294 

その他 451 219 

営業外収益合計 877 646 

営業外費用    

支払利息 151 116 

為替差損 - 499 

その他 153 124 

営業外費用合計 305 739 

経常利益 3,491 2,762 

税金等調整前四半期純利益 3,491 2,762 

法人税、住民税及び事業税 671 710 

法人税等調整額 179 △59 

法人税等合計 851 651 

四半期純利益 2,640 2,111 

非支配株主に帰属する四半期純利益 47 15 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,592 2,095 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益 2,640 2,111 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △414 27 

繰延ヘッジ損益 2 0 

為替換算調整勘定 △1,710 △2,545 

退職給付に係る調整額 67 212 

持分法適用会社に対する持分相当額 64 △493 

その他の包括利益合計 △1,989 △2,798 

四半期包括利益 650 △687 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 604 △679 

非支配株主に係る四半期包括利益 45 △7 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 3,491 2,762 

減価償却費 2,134 1,917 

のれん及び負ののれん償却額 5 4 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 61 48 

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） － △14 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △86 136 

受取利息及び受取配当金 △144 △132 

支払利息 151 116 

為替差損益（△は益） 29 △13 

持分法による投資損益（△は益） △281 △294 

固定資産除売却損益（△は益） 34 46 

売上債権の増減額（△は増加） 224 △2,307 

たな卸資産の増減額（△は増加） 839 168 

仕入債務の増減額（△は減少） △1,109 138 

その他 29 △22 

小計 5,378 2,553 

利息及び配当金の受取額 409 337 

利息の支払額 △153 △117 

法人税等の支払額 △795 △799 

法人税等の還付額 188 58 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,028 2,031 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の増減額（△は増加） 10 △46 

有形固定資産の取得による支出 △2,474 △2,347 

有形固定資産の売却による収入 63 39 

無形固定資産の取得による支出 △175 △238 

投資有価証券の取得による支出 △9 △9 

投資有価証券の売却による収入 3 19 

その他 136 12 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,444 △2,571 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △277 28 

長期借入れによる収入 － 453 

長期借入金の返済による支出 △303 △257 

自己株式の取得による支出 △5 △1,627 

自己株式の売却による収入 0 320 

配当金の支払額 △470 △563 

非支配株主への配当金の支払額 △19 △25 

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出 
△26 － 

その他 △13 △10 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,116 △1,682 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △544 △771 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 922 △2,993 

現金及び現金同等物の期首残高 15,697 16,435 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 16,619 ※ 13,442 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

 当社は、第１四半期連結会計期間より、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的として、「従業員持

株ＥＳＯＰ信託」を導入しております。

 当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を適用しております。

(1）取引の概要 

 当社が「バンドー化学社員持株会」（以下、「当社持株会」という。）に加入する従業員のうち一定の要件

を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は今後５年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれ

る数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持

株会に売却いたします。

(2）信託に残存する自社の株式 

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当第２四半期連結会計期間末の当該株式の帳簿価額および株式数は、413百万円

および805千株であります。

 なお、平成28年10月１日付で、普通株式について２株につき１株の割合で株式併合を行っております。株式

併合後の自己株式数は、402千株であります。

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

 当第２四半期連結会計期間末 453百万円 

 

（取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度） 

 当社は、当第２四半期連結会計期間より、取締役（業務執行取締役でない取締役および海外居住者を除く。）

および執行役員（以下、併せて「取締役等」という。）を対象に、取締役等の報酬と当社株式の価値との連動性

をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、業績連動型

株式報酬制度（以下、「本制度」という。）として「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。

 当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）に準じております。

（1）取引の概要 

 本制度は、当社が信託に金員を拠出し、当該信託がこれを原資として当社株式を取得し、業績達成度に応じて

当社の取締役等に当社株式の交付を行う業績連動型株式報酬制度です。ただし、取締役等が当社株式の交付を受

ける時期は、原則として、取締役等の退任時とします。 

（2）信託に残存する自社の株式 

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当第２四半期連結会計期間末の当該株式の帳簿価額および株式数は、283百万円お

よび567千株であります。

 なお、平成28年10月１日付で、普通株式について２株につき１株の割合で株式併合を行っております。株式

併合後の自己株式数は、283千株であります。

 また、上記役員報酬の当第２四半期連結累計期間負担見込額については、株式報酬引当金として計上してお

ります。
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（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成27年４月１日 

  至  平成27年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成28年４月１日 

  至  平成28年９月30日） 

従業員給料 3,170百万円 2,967百万円 

退職給付費用 227 342 

貸倒引当金繰入額 58 64 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 17,083百万円 13,988百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △464 △546

現金及び現金同等物 16,619 13,442
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日 

定時株主総会
普通株式 470 5 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月10日

取締役会
普通株式 564 6 平成27年９月30日 平成27年12月１日 利益剰余金

 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日 

定時株主総会
普通株式 563 6 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月９日

取締役会
普通株式 556 6 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金

（注）１．平成28年11月９日開催の取締役会決議による配当金総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の

株式に対する配当金３百万円および従業員持株ＥＳＯＰ信託が保有する自社の株式に対する配当金４

百万円が含まれております。

２．１株当たり配当額については、基準日が平成28年９月30日であるため、平成28年10月１日の株式併合

は加味しておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１. 報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 

（注１） 
合計 

調整額 

（注２） 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注３） 
 

自動車部品

事業 

産業資材事

業 

高機能エラ

ストマー製

品事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 21,545 17,822 7,833 47,200 951 48,152 - 48,152 

セグメント間の内部 

売上高または振替高 
48 30 27 106 383 490 △490 - 

計 21,593 17,852 7,861 47,307 1,335 48,643 △490 48,152 

セグメント利益 1,551 1,106 330 2,987 157 3,145 △225 2,919 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主としてロボット関連デバイス事

業他であります。

２．セグメント利益の調整額△225百万円には、セグメント間取引消去４百万円、全社費用△230百万円が含まれて

おります。全社費用は、各報告セグメントに配賦した一般管理費および研究開発費の予定配賦額と実績発生額

との差額および各報告セグメントに帰属しない研究開発費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１. 報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 

（注１） 
合計 

調整額 

（注２） 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注３） 
 

自動車部品

事業 

産業資材事

業 

高機能エラ

ストマー製

品事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 19,773 15,822 7,262 42,859 953 43,813 - 43,813 

セグメント間の内部 

売上高または振替高 
37 44 52 134 214 349 △349 - 

計 19,811 15,866 7,315 42,994 1,168 44,162 △349 43,813 

セグメント利益 1,264 1,206 116 2,587 188 2,776 79 2,855 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主としてロボット関連デバイス事

業他であります。

２．セグメント利益の調整額79百万円には、セグメント間取引消去６百万円、全社費用73百万円が含まれておりま

す。全社費用は、各報告セグメントに配賦した一般管理費および研究開発費の予定配賦額と実績発生額との差

額および各報告セグメントに帰属しない研究開発費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 55円14銭 45円60銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,592 2,095

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
2,592 2,095

普通株式の期中平均株式数（千株） 47,021 45,960

 (注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「従業員持株会信託口」および「役員報酬ＢＩＰ信託口」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利

益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（当第２四半期連

結累計期間299千株） 

３．平成28年10月１日付で、普通株式について２株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

 

（重要な後発事象）

株式併合および単元株式数の変更 

 当社は、平成28年３月28日開催の取締役会において、単元株式数の変更および定款一部変更について決議すると

ともに、平成28年６月23日開催の第93期定時株主総会に、株式併合について付議することを決議し、同株主総会に

おいて承認可決され、平成28年10月１日でその効力が発生しております。

 

１． 株式併合および単元株式数の変更の目的

 全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、平成30年10月１日までに国内上場会社の普

通株式の売買単位を100株に統一することを目指しております。当社は、東京証券取引所に上場する企業として、

この趣旨を尊重し、当社普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。

 併せて、当社株式の投資単位を全国証券取引所が望ましいとしている水準(５万円以上50万円未満)とすることを

目的として、株式併合(２株を１株に併合)を実施いたしました。

 

２． 株式併合の内容

(１)併合する株式の種類

 普通株式

(２)併合の方法・割合

 平成28年10月１日を効力発生日として、同年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有株式

数を基準に、２株につき１株の割合をもって併合いたしました。

(３)併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数(平成28年９月30日現在) 94,427,073株

株式併合により減少する株式数 47,213,537株

株式併合後の発行済株式総数 47,213,536株

 

３． 効力発生日における発行可能株式総数 

 本併合による発行済株式総数の減少に伴い、発行可能株式総数の適正化を図るため、効力発生日(平成28年10月

１日)をもって、以下のとおり発行可能株式総数を減少いたしました。

変更前の発行可能株式総数 
変更後の発行可能株式総数

(平成28年10月１日)

378,500,000株 187,000,000株
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４． 単元株式数の変更の内容 

 平成28年10月１日を効力発生日とし、当社普通株式数の単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。

 

５． １株当たり情報

 当該株式併合が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して計算し、（１株当たり情報）に記載しております。

 

２【その他】

平成28年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・556百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・・・・・平成28年12月１日

（注）１．平成28年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。

２．１株当たりの金額については、基準日が平成28年９月30日であるため、平成28年10月１日の株式併合

は加味しておりません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月７日 

バンドー化学株式会社 
 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 増 村 正 之   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 和 田 朝 喜   印 

 

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているバンドー化学

株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２８年７

月１日から平成２８年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、バンドー化学株式会社及び連結子会社の平成２８年９月３０日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 
 


